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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　線材が接合されてなる木造軸組構造における線材で囲まれる空間内に固定される方形状
の壁板材であって、
全周に、前記線材としての垂直にのびる垂直材と水平にのびる水平材の厚み方向の中間に
形成された溝に入り込む縁が形成されるとともに、
表裏両面の四隅部分における前記縁より内側の直角をなす端部に、前記縁が前記溝に入り
込んで前記垂直材を垂直にし前記水平材を水平にする状態で前記垂直材又は水平材の側面
における厚み方向中間の前記溝の側部に面接触する直角をなす２つの端面を有した平板状
の規制板が、前記直角をなす端部を挟むように面接触状態であらかじめ固定されている
壁板材。
【請求項２】
　前記規制板が、直角をなす前記垂直材と水平材の間の角部分に当接する角部を有するも
のである
請求項１に記載の壁板材。
【請求項３】
　当該壁板材が落とし込み板を接合してパネル化されたものである
請求項１または請求項２に記載の壁板材。
【請求項４】
　請求項１から請求項３のうちのいずれか一項に記載の前記壁板材を用いた
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木造軸組構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、本格的な木造軸組建築や簡易な木造軸組建築のための木造軸組構造に関し
、より詳しくは、たとえばユニットハウス、バンガロ、東屋、物置、倉庫、ガレージ、店
舗、仮設住宅、一般住宅、社寺建築、茶室、移動式茶室など様々な建築に利用できる木造
軸組構造の壁板材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　木造軸組構造は、柱材や梁材などの線材で荷重を支える構造である。軸組を構成する柱
材や梁材などの線材は、仕口による接合のほか、仕口と補強金物を組み合わせた接合、さ
らには接合金物のみによる接合と、様々な方法で接合されている。
【０００３】
　接合の仕方は様々であるが、いずれの接合方法においても、線材同士の接合はあらかじ
め定めた組み合わせでしかできなかった。このため、軸組を組み替えたり、交換したり、
継ぎ足したりすることは不可能であった。
【０００４】
　下記特許文献１には、線材で形成された木造軸組部屋ユニットを組み合わせて構成する
木造軸組ユニット住宅が開示されている。この木造軸組ユニット住宅は、木造軸組部屋ユ
ニットの線材同士をＬ形プレートで抱き合わせて束ねるように固定するものである。この
ため、水平力を受けたときに荷重を支えるべき線材に余計な力がかかって線材に脆性を生
じさせたり、壁の形成を困難にしたりする難点がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－１３２０５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　そこで、この発明は、あらゆる木造軸組建築に適用して強度の向上を図ることができる
ようにすることを主な目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の課題を解決するための手段は、線材が接合されてなる木造軸組構造における線材
で囲まれる空間内に固定される壁板材であって、前記線材としての垂直材と水平材の厚み
方向の中間に形成された溝に入り込む縁が全周に形成されるとともに、表裏両面における
前記縁の内側の端の四隅部分に、直角をなす２つの端面がそれぞれ前記垂直材又は水平材
の厚み方向における前記溝の両側において垂直材または水平材の側面に面接触する平板状
の規制板が固定された壁板材である。
【０００８】
　上記の課題を解決するための手段は、線材が接合されてなる木造軸組構造における線材
で囲まれる空間内に固定される方形状の壁板材であって、全周に、前記線材としての垂直
にのびる垂直材と水平にのびる水平材の厚み方向の中間に形成された溝に入り込む縁が形
成されるとともに、表裏両面の四隅部分における前記縁より内側の直角をなす端部に、前
記縁が前記溝に入り込んで前記垂直材を垂直にし前記水平材を水平にする状態で前記垂直
材又は水平材の側面における厚み方向中間の前記溝の側部に面接触する直角をなす２つの
端面を有した平板状の規制板が、前記直角をなす端部を挟むように面接触状態であらかじ
め固定されている壁板材である。
【０００９】
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　別の手段は、前記壁板材を用いた木造軸組構造である。
【発明の効果】
【００１０】
　この発明によれば、規制板の端面が線材に面接触して相互間の位置関係を規制するので
、線材に脆性を生じさせたりすることなく、強度の高い木造軸組構造が得られる。しかも
、規制板は線材の建ちを出すので、線材同士を接合する接合金物にかける負担も軽減しつ
つ剛性が高められる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】ユニットハウスの要部の斜視図。
【図２】ユニットハウスの分解斜視図。
【図３】ユニットハウスの主要部の分解斜視図。
【図４】軸組パネルの分解斜視図。
【図５】接合金物の基本構造を示す斜視図。
【図６】接合金物の基本構造を示す分解斜視図。
【図７】接合金物を柱脚部に用いた場合の例を示す断面図。
【図８】接合金物を柱脚部に用いた場合の例を示す断面図。
【図９】軸組パネルの下端における中間部分の分解斜視図。
【図１０】軸組パネル上端角部分の分解斜視図。
【図１１】軸組パネルと土台との接合部分を示す分解斜視図。
【図１２】軸組パネルの上端部分を示す斜視図。
【図１３】ユニットハウスの上端角部分を示す斜視図。
【図１４】他の例に係る軸組パネルの斜視図。
【図１５】軸組パネル同士、または軸組同士を結合する状態を示す断面図。
【図１６】軸組パネル同士、または軸組同士を結合する状態を示す断面図。
【図１７】他の例に係る軸組パネルの斜視図。
【図１８】木造軸組建築の要部の一例を示す平面図。
【図１９】木造軸組建築の要部の一例を示す平面図。
【図２０】他の例に係るユニットハウスの斜視図。
【図２１】図２０に示したユニットハウスの分解状態の概略を示す斜視図。
【図２２】図２０のユニットハウス要部の斜視図。
【図２３】図２０の要部の分解斜視図。
【図２４】図２０のユニットハウスの垂直材間の構造を示す横断面図。
【図２５】他の例に係るユニットハウスの壁部分の分解斜視図。
【図２６】図２５の構成の垂直材間の構造を示す横断面図。
【図２７】他の例に係るユニットハウスの屋根部分を分解した状態を示す斜視図。
【図２８】図２７のユニットハウスの本体部分の分解斜視図。
【図２９】図２７のユニットハウスの隅部分の横断面図。
【図３０】他の例に係る接合金物の基本構造を示す斜視図。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　この発明を実施するための一形態を、以下図面を用いて説明する。　
　図１は、木造軸組建築の一例としての１階建てのユニットハウス１１の要部を示す斜視
図であり、図２は、図１に示した要部に対して取り付ける屋根パネル等の別の部材の取り
付け方を示す斜視図、図３は、図１に示した要部のうちの主要部分の分解斜視図である。
【００１３】
　これらの図に示すように、ユニットハウス１１の軸組の主要部分は、４枚の軸組パネル
１２，１３，１４，１５を組み合わせて構成される。軸組パネル１２，１３，１４，１５
は、線材２１と接合金物３１と面材４１と、必要に応じて筋かい５１とを備える。前記線
材２１は、線材２１の端面２２を接合し得る複数の接合面３２（図５参照）を有して線材
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２１間に介在し、複数本の線材２１をその長さ方向の端面２２同士を非接触にして突き合
わせるように一体化する接合金物３１で接合され、さらに、前記面材４１が固定されてパ
ネル化されている。
【００１４】
　４枚の軸組パネル１２，１３，１４，１５は、２枚の桁壁用軸組パネル１２，１３と、
２枚の妻壁用軸組パネル１４，１５である。　
　桁壁用軸組パネル１２，１３は、平面視長方形をなすユニットハウス１１の桁壁を構成
する１枚のパネルであり、図３、図４に示したように、前記線材２１としての垂直材２３
（柱材）及び水平材２４（土台、梁材）と、これらの端面２２間に介在して線材２１の接
合を行う前記接合金物３１と、線材２１で囲まれた空間内に収まる面材４１と、同じく線
材２１で囲まれた空間内に収まる筋かい５１とで構成されている。
【００１５】
　垂直材２３は、桁壁用軸組パネル１２の長さ方向の両端位置と、これらの間の適宜位置
に平行に設けられる。水平材２４は、桁壁用軸組パネル１２の長さ方向に沿って前記垂直
材２３の下端位置と上端位置に水平に延びるように設けられる。
【００１６】
　水平材２４を図３に示したように継ぎ足す場合には、水平材２４間に前記接合金物３１
が介装され、この接合金物３１に前記垂直材２３の上端面又は下端面が固定される。
【００１７】
　これら垂直材２３と水平材２４には、一般に柱材等として用いられるものと同等の木材
が使用され、具体的には、たとえば１０５ｍｍ角の角材などを用いることができる。
【００１８】
　前記接合金物３１は、前記の線材２１を接合するためのもので、線材２１の長さ方向の
端面２２が接合金物３１に当接するように接合される。このため、接合金物３１は、図５
に示したように、線材２１の端面２２間に収まる多面体立体形状をなす中空の箱状に形成
された外郭部３３を有する。この外郭部３３は、線材２１の端面２２を接合可能にする複
数の前記接合面３２を備える。接合面３２には、線材２１を結合するための結合具を保持
する保持部が形成される。また、接合面３２を外郭部３３内において相互に連結固定する
内部連結部３４が形成されている。
【００１９】
　具体的には、前記接合金物３１は、ユニットハウス１１の柱脚部分と梁部分に使用され
、六方に線材２１を接合できるように、６個の接合面３２を有する略立方体形状に形成さ
れている。すなわち、上下２枚の接合面３２のほかに、側面に４枚の接合面３２を備えて
いる。これらの接合面３２には、結合具としてのボルト６１（図６、図７、図８参照）を
保持するための貫通孔３５が形成されるとともに、外郭部３３内には、隔壁部３４ａと柱
状部３４ｂとからなる前記内部連結部３４が形成されている。また、外郭部３３の平面視
における四隅部分には、平面視円弧状の切欠からなる操作口３６が形成される。この操作
口３６は、前記ボルト６１を入れたり、ボルト６１を回転したりするときに利用される部
分である。さらに、上端の接合面３２とこれに連続する側面の４枚の接合面３２には、接
合金物３１を使用するときの向きを合わせるための基準線３７が形成されている。
【００２０】
　このような接合金物３１は、たとえば図６に示したような各部材を溶接などにより相互
に結合して製造される。図５、図６は、接合金物の基本構造を示すものである。
【００２１】
　また図示例では、接合面３２と隔壁板３４ａは１枚の平板状の部材を示したが、たとえ
ば板材を折り曲げた部材などを組み合わせることもできる。
【００２２】
　各部材について説明すると、前記の上端の接合面３２（上端接合面３２ａ）と、下端の
接合面３２（下端接合面３２ｂ）、それに２枚の隔壁部３４ａは、正方形の四隅が円弧状
に切り欠かれ、中央にはボルトを通すための前記貫通孔３５が形成されている。これらの
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貫通孔３５のうち、上端接合面３２ａと下端接合面３２ｂの貫通孔３５には、ボルト６１
を螺合する必要がある場合には雌ねじ３５ａが形成される（図７参照）。雌ねじ３５ａの
形成に代えて、貫通孔３５の裏側の位置にナット（図示せず）を保持することもできる。
【００２３】
　前記の側面の接合面３２（側面接合面３２ｃ）は、たて長の長方形に形成され、中央に
前記貫通孔３５が形成されている。また、上記の柱状部３４ｂは、上端接合面３２ａ、下
端接合面３２ｂ、隔壁部３４ａの貫通孔３５よりも大径のパイプで形成され、上端接合面
３２ａと上側の隔壁部３４ａとの間と、下端接合面３２ｂと下側の隔壁部３４ａとの間に
介装される。
【００２４】
　なお、柱脚部に用いる柱脚部用の接合金物３１の場合には、図７に示したように設置面
Ｘに置いて使用できるようにするため、接合金物３１を設置面Ｘから浮かせるとともに水
平を出すためのアジャスタ７１を備える。このアジャスタ７１を備えるために、下端接合
面３２ｂと下側の隔壁部３４ａにおける４枚の側面接合面３２ｃに近い部分に等間隔でア
ジャスタ７１の雄ねじ部７１ａを螺合するねじ孔３８が形成される。
【００２５】
　また、柱脚用の接合金物３１では、上端接合面３２ａと上側の隔壁部３４ａに、結合具
としてのボルト６１が下から保持されている。同様に、各側面接合面３２ｃの貫通孔３５
にも、結合具としてのボルト６１が必要に応じて保持される。そして、これらボルト６１
には、図７に示したように、ボルト６１が螺合する雌ねじ６２ａを有した円柱状のコア材
６２が固定され、コア材６２における長さ方向と直交する方向に形成された貫通孔６２ｂ
とドリフトピン６３を用いて、線材２１が固定される。
【００２６】
　この柱脚部用の接合金物３１は、図８に示したように、アンカーボルト８１を備えた基
礎８２の上に固定することもできる。この場合には、上端接合面３２ａと下端接合面３２
ｂと隔壁部３４ａには、雌ねじ３５ａがないほうが、施工が容易である。
【００２７】
　前記面材４１は、図４に示したように、複数枚の落とし込み板４２を接合してパネル化
してなる板倉材で構成されている。このため、前記線材２１における面材４１を固定する
部位には、面材４１の縁が入り込む溝２５が形成されている。また、面材４１における必
要部位には開口部４３が形成される。
【００２８】
　前記筋かい５１は、図４に仮想線で示したように、前記面材４１に固定され一体化して
いる。このとき、筋かい５１の端部は、接合される線材２１の側面に当接するように端部
処理されている。筋かい５１は、軸組の角部分に対応する部位に固定するのが好ましい。
高強度の耐力壁となるからである。
【００２９】
　図９は、１本の垂直材２３の下端に接合金物３１を介して、２本の水平材２４を結合す
る部分の分解斜視図、図１０は、接合金物３１によって垂直材２３と水平材２４をＬ字形
に結合する部分の分解斜視図である。これらに示されるように、線材２１は接合金物３１
を介して接合される。また、接合金物３１を介しない線材２１同士の接合は、ボルトナッ
トなど、適宜の方法で行われる。このようにして、線材２１で囲まれる部分に面材４１と
筋かい５１が備えられた桁壁用軸組パネル１２，１３が構成される。
【００３０】
　妻壁用軸組パネル１４，１５は、平面視長方形をなすユニットハウス１１の妻壁を構成
する１枚のパネルであり、図３に示したように、前記線材２１としての垂直材２３（柱材
）および／または水平材２４（土台、梁材）と、線材２１で囲まれた空間内に収まる面材
４１と、同じく線材２１で囲まれた空間内に収まる筋かい５１とで構成されている。
【００３１】
　水平材２４は、上下両端位置に、妻壁用軸組パネルの長さ方向に沿って水平に延びるよ
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うに設けられる。また、開口部４３を有する一方の妻壁用軸組パネル１５には、上下の水
平材２４間を掛け渡すように垂直材２３が固定される。固定は、ボルトナットなど適宜の
方法で行われる。
【００３２】
　これらの垂直材２３と水平材２４にも、一般に柱材等として用いられるものと同等の木
材が使用され、具体的には、たとえば１０５ｍｍ角の角材などを使用することができる。
【００３３】
　水平材２４を継ぎ足す必要がある場合には、前記の桁壁用軸組パネル１２，１３と同様
に、前記接合金物３１を介して接合を行う。接合金物３１の構造は前記と同様である。
【００３４】
　前記面材４１は、前記の桁壁用軸組パネル１２，１３の場合と同様に、複数枚の落とし
込み板４２を結合してパネル化してなる板倉材で構成されている。このため、前記線材２
１における面材４１を固定する部位には、面材４１の縁が入り込む溝２５が形成されてい
る。
【００３５】
　妻壁用軸組パネル１４，１５では、長さ方向の両端に垂直材２３が存在しないので、面
材４１の縁が突出した状態である。突出した縁は、接合される桁壁用軸組パネル１２，１
３の垂直材２３の溝２５に嵌め込まれる。
【００３６】
　前記筋かい５１も同様で、前記面材４１に固定され一体化している。このとき、筋かい
５１の端部は、接合される線材２１の側面に当接するように端部処理されている。筋かい
５１は、軸組の角部分に対応する部位に固定するのが好ましい。高強度の耐力壁となるか
らである。
【００３７】
　図示例の妻壁用軸組パネル１４，１５では、線材２１の接合に前記の接合金物３１を用
いないが、ボルトナットや釘などの適宜手段で各部材が組み立てられ、線材２１で囲まれ
る部分に面材４１と筋かい５１が備えられた妻壁用軸組パネル１４，１５が構成される。
【００３８】
　このように構成された２枚の桁壁用軸組パネル１２，１３と２枚の妻壁用軸組パネル１
４，１５を図３に示したように結合し、一つの木造軸組構造を得る。各軸組パネル１２，
１３，１４，１５の結合に際して、必要か所に図３に示したように梁材１６や土台１７、
それに図１に示したように火打ち材１８を接合する。
【００３９】
　梁材１６や土台１７の接合は、接合金物３１を介して行う。図１１は、桁壁用軸組パネ
ル１２，１３に土台１７を固定する部分を示す分解斜視図である。つまり、水平材２４と
水平材２４の間の接合金物３１における露出した接合面３２に、土台１７の端部が接合さ
れる。梁材１６の場合も同様である。
【００４０】
　図３に示した梁材１６は、上下２本の梁材担体１６ａ，１６ｂと、これらを上下に結合
する束部材１６ｃと、これらで囲まれる部分に嵌め込まれた面材１６ｄとからなる。上記
のように梁材１６の場合も接合金物３１の接合面３２に固定されるが、下側に位置する梁
材担体１６ｄの端面は、各桁壁用軸組パネル１２，１３の垂直材２３の側面に対して前記
のコア材とボルトのみで固定できる。
【００４１】
　また、火打ち材１８は、各軸組パネル１２，１３，１４，１５の水平材２４や梁材１６
、土台１７に対してボルトナット等により固定できる。
【００４２】
　このようにしてユニットハウス１１の要部が形成される。すなわち、ユニットハウス１
１は、線材２１の端面２２を接合し得る複数の接合面３２を有して線材２１間に介在し、
複数本の線材２１をその長さ方向の端面２２同士を非接触にして突き合わせるように一体
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化する接合金物３１で前記線材２１が接合された木造軸組構造である。
【００４３】
　なお、各桁壁用軸組壁パネル１２，１３の上端に位置する接合金物３１には、図１２に
示すように吊り下げ用の吊りボルト９１が固定される。吊りボルト９１の雄ねじ９１ａを
接合金物３１の上端接合面３２ａの貫通孔３５の雌ねじ３５ａに螺合すればよい。この吊
りボルト９１は、施工に際して桁壁用軸組パネル１２，１３を移動したり支えたりする場
合に使用されるほか、完成したユニットハウス１１を移動する場合にも便利に使用される
。
【００４４】
　図示例では、各桁壁用軸組パネル１２，１３における垂直材２３の上端に固定したすべ
ての接合金物３１に吊りボルト９１を備えたので、図２に示したように取り付けられる屋
根パネル９２の対応部位には、貫通孔９３を形成しておき、屋根パネル９２を固定したと
きに、図１３に示したように吊りボルト９１が突出するように構成される。貫通孔９３と
吊りボルト９１との間は、屋根の完成後にコーキング（図示せず）により閉塞すればよい
。
【００４５】
　前記屋根パネル９２のほか、図２に示したように、接合された各軸組みパネル１２，１
３，１４，１５の外側面における接合金物３１部分には、露出する接合金物３１を隠蔽す
る目的で、帯状の目隠し材９４を固定するとよい。
【００４６】
　そのほか、開口部４３に窓９５やドア９６などが取り付けられ、必要に応じて庇部材９
７など適宜の部材が固定される。図中、９８は棟押え、９９は棟飾りである。
【００４７】
　また、前記の桁壁用軸組パネル１２，１３については、桁壁を１枚のパネルで構成する
のでは長大すぎるという場合には、図１４に示したように、２枚の桁壁用軸組パネル担体
１２ａ，１３ａ，１２ｂ，１３ｂに分割した構成とすることもできる。この場合、一方の
桁壁用軸組パネル担体１２ａは長さ方向の両端に垂直材２３を有し、他方の桁壁用軸組パ
ネル担体１２ｂは、長さ方向の一端のみに垂直材２３を有する構造である。結合は、図１
５に示したように一方の桁壁用軸組パネル担体１２の接合金物３１によって行える。
【００４８】
　なお、双方の桁壁用軸組パネル１２ａ，１２ｂとも、両端に垂直材を有するものであっ
ても、図１６に示したように接合は可能である。
【００４９】
　さらに、桁壁用軸組パネル１２，１３に限らず、妻壁用軸組パネル１４，１５において
も、図１７に示したように、たとえば１間の長さなど、小さく構成することもできる。こ
の場合には、移動が容易であるほか、軸組パネルの支持が簡単であるため土台１７や梁材
１９の結合が容易で、作業性がよく、狭い場所での造作も可能であるという利点を有する
。
【００５０】
　以上のように構成されたユニットハウス１１によれば、ユニットハウス１１自体は垂直
材２３や水平材２４が、その長さ方向の端面２２同士を非接触にして突き合わせたような
状態で接合金物３１によって一体化されているので、接合金物３１で行う線材２１同士の
接合部構造は共通である。このため、接合部分での組み合わせが自由にでき、軸組や軸組
パネル１２，１３，１４，１５の組み替え、交換、継ぎ足しなどの自由度が高い。一度形
成した軸組を分解することもでき、移動にも便利である。
【００５１】
　たとえば、複数の軸組ユニット１１ａ，１１ｂを、図１８に示したようにＴ字形に組む
のも、図１９に示したようにＬ字形に組むのも、同様の部材の組み合わせで自由にできる
。軸組ユニット１１ａ，１１ｂ同士の接合は、接合金物３１部分で行うので、線材２１同
士を固定する間場合に比して、線材に脆性をもたらすことなく、強度を確保できる。
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【００５２】
　また、軸組の一部の軸組パネル１２，１３，１４，１５が損傷したり、開口部のないと
ころに開口部を形成したくなったりしたような場合には、必要に応じて軸組パネル１２，
１３，１４，１５の交換をすることで、使用を継続させたり必要な変更をしたりすること
が可能となる。さらに、軸組パネル１２，１３，１４，１５の一部のパネルを取り外して
別の軸組を継ぎ足せば、床面積を広げたり間取りを変更したりすることができる。
【００５３】
　そのうえ、線材２１の端面２２が接合金物３１に当接した状態で接合されるので、ユニ
ットハウス１１の組立てに際して施工順序が大きく制限されることはなく、施工が簡易迅
速に行える。また、軸組を組み立てた後においても、線材２１の交換が可能であり、長期
間にわたって使用できるユニットハウス１１となる。
【００５４】
　さらに、各軸組パネル１２，１３，１４，１５においては、線材２１を前記の接合金物
３１で接合するので、線材２１の接合作業が容易であり、軸組パネル１２，１３，１４，
１５の製造が簡易迅速に行える。しかも線材２１は端面２２が当接するように接合される
ので強固な固定状態を得ることができ、板倉材からなる面材４１と筋かい５１も一体化さ
れるので、強度の高いパネルとなる。
【００５５】
　軸組パネル１２，１３，１４，１５はこのような特徴を有し、接合金物３１まで一体化
されているので、取り扱い性が良好で、施工が容易で、自由に軸組が得られるので、これ
までにない貸し出しの建築物を得ることもできる。
【００５６】
　つぎに、他の形態について説明する説明する。この説明において、先の構成と同一又は
同等の部位については同一の符号を付してその詳しい説明を省略する。
【００５７】
　図２０は、移動式の小空間、特に屋内で使用する茶室、商品の展示又は販売のための空
間、物産展用の作業空間等として好適に使用できるユニットハウス１１の正面側角から見
た斜視図である。
【００５８】
　このユニットハウス１１は、平らな床面等の設置面や、図２０に示したような台座部材
１０１の上に設置して使用されるもので、軸組の主要部分は、線材２１と接合金物３１で
構成される。線材２１は、柱材の役割を果たす垂直材２３と、土台又は梁材の役割を果た
す水平材２４である。接合金物３１は、前述と同様である。
【００５９】
　すなわち、垂直材２３は、四隅に配設され、これら垂直材２３の間に掛け渡すように上
下に４本ずつ水平材２４が配設され、これら垂直材２３と水平材２４が接合金物３１で接
合される。
【００６０】
　図２１は、ユニットハウス１１の分解状態の概略を示す斜視図、図２２は、ユニットハ
ウス１１の要部を斜め上から見た状態の斜視図である。
【００６１】
　すなわち、土台となる下の水平部材２４を接合金物３１で接合するとともに、この接合
時に、水平部材２４で囲まれる面空間に、格子状に組まれた角材からなる大引部材１０２
が取り付けられ、この大引部材１０２の上には、あとで、合板等からなる下地材１０３が
敷設される。下地材１０３の上には、図２０、２２に示したように畳１０４が敷き込まれ
る。同様に、梁材となる上の水平部材２４を接合金物３１で接合するときには、水平部材
２４で囲まれる面空間に、格子状に組まれた角材からなる天井部材１０５が取り付けられ
る。この例のユニットハウス１１は、屋内で使用するものであるので、屋根は不要である
が、必要であれば所望の屋根を装着してもよい。
【００６２】
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　また、上下の水平部材２４を接合する接合金物３１は、前述の接合金物３１と構造は同
一であるものの具体的な寸法は異なる。つまり、接合時に外側に接合金物３１が露出する
のを避けるため、図２３に示したように、接合金物３１の平面視の大きさを垂直材２３の
端面２２よりも若干小さくして、接合金物３１を垂直材２３及び水平材２４の内側にあわ
せて固定したときに接合金物３１の外側に適宜の空間ができるように設定されている。こ
の空間に、アングル状に形成された木製の隠蔽部材１０６が固定される。隠蔽部材１０６
は、両端に嵌合凸部１０６ａが形成され、この嵌合凸部１０６ａが水平部材２４の端面２
２に形成された嵌合凹部２２ａに嵌合される。また、隠蔽部材１０６は、取り付けたとき
にその外面が水平部材２４及び垂直部材２３の外面と面一になるように厚さが設定されて
いる。
【００６３】
　このような構成の主要部分に対して、外側の空間との間を仕切るための壁面等を形成す
ると、ユニットハウス１１は完成する。
【００６４】
　垂直材２３と水平材２１で囲まれた４個の開口部は、図２０、図２２に示したように、
にじり口１０７と出入口１０８を残して、封鎖される。封鎖は、角材からなる格子状に組
まれた桟部材１０９と、この桟部材１０９の内外両面に貼り付けられる方形をなすタイル
状の壁材１１０で行われる。
【００６５】
　桟部材１０９は、前記にじり口１０７と出入口１０８部分を除いて格子状をなし、図２
４にも示したように、前記壁材１１０を貼り付けたときに壁材１１０間にあらわれて垂直
材２３及び水平材２４の外面と面一になる突条１０９ａが形成されている。突条１０９ａ
は、意匠上の効果のためのものである。また、桟部材１０９の壁内部位置には、前記壁材
１１０を固定するための段部１０９ｂが、角材の固定によって適宜形成されている。
【００６６】
　前記壁材１１０には、適宜の板材を使用することができるが、たとえば藺草をバインダ
ーで固めて形成した藺草ボードを用いると茶室空間としての雰囲気を醸し出せてよい。ま
た、この例においては、壁材を縦横に４枚ずつ固定できるように前記桟部材１０９を構成
しているので、壁材の色を適宜変えることによって、たとえば市松模様など、適宜の模様
を表現できる。前記藺草ボードを用いた場合には、青みを帯びたものから黄色く焼けたも
のまで、適宜の色のものを使用することで、落ち着いた雰囲気を表現できる。このような
壁材１１０は、図２４に示したように、垂直材２３、水平材２４及び桟部材１０９との間
に嵌め込まれ、前記段部１０９ｂに適宜の手段で固定される。
【００６７】
　前記壁材１１０は、桟部材１０９を両側から挟むように固定され、壁材１１０間には空
間が形成されるので、この空間に照明（図示せず）を収容すれば、光透過性を有する前記
藺草ボードからなる壁材１１０を通して光が漏れる、幻想的な雰囲気を演出できる。
【００６８】
　壁材１１０には、ガラスなど、透視を可能とする材質のものを用いて窓や採光等の機能
を持たせるもよい。
【００６９】
　前記封鎖は、図２５に示したようなパネル材１１１を開口部に嵌め込んで行うこともで
きる。パネル材１１１は、外周を囲む枠材１１２と、この枠材１１２の厚さ方向の中間位
置に外周縁が食い込んだ状態で前記枠材１１２内に嵌め込まれる板材１１３と、この板材
１１３の両面において枠材１１２内に固定される桟材１１４とで構成される。枠材１１２
及び桟材１１４には、前記突条１０９ａと同様の突条１１２ａ，１１４ａが形成されてい
る。
【００７０】
　前記枠材１１２と桟材１１４には、図２６に示したように、前記壁材１１０が内外両面
側から貼り付けられる。
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【００７１】
　前記パネル材１１１が、枠材１１２と板材１１３と桟材１１４を有する構成であるので
、前記開口部に取り付けたときには、開口部を閉鎖するほか、軸組の形態を積極的に安定
させる機能も有する。
【００７２】
　なお、前記突条１０９ａ，１１２ａ，１１４ａを省略することもできる。
【００７３】
　また、前記開口部の閉鎖は、たとえば格子やすだれ、巻取り式の日除けなどで行うこと
もできる。開口部は開口状態のままであるもよい。開口部を閉鎖する壁材が、形状、模様
、色彩等の意匠、前記のように内部に照明を収容したか積極的に開口部を補強するパネル
材１１を用いるか等の構造、にじり口１０７や出入り口１０８、あるいは窓（図示せず）
などの開口位置が様式化されたものを備えて、これらを適宜使用するようにすれば、様々
な形態のユニットハウス１１を容易に得ることができる。
【００７４】
　さらに、茶室として必要であるなら、にじり口１０７等に引き戸をつけてもよい。
【００７５】
　さらにまた、床の間や水屋が必要であるならば、図１８、図１９に示したようにして、
一部分を突出させてそれらを形成することもできる。
【００７６】
　このように構成されたユニットハウス１１は、茶室等として簡便に利用できる。組立て
や分解も容易で、吊りボルトを利用すれば移動も難なく行える。したがって、たとえばク
ラブ活動や商品の展示等に有効に使用できる。
【００７７】
　また、たとえば商品を展示したり販売したりする空間や、地方の物産展などを百貨店等
で行う場合に職人が入る空間などとして利用する場合には、容易に雰囲気を作り出すこと
ができ、十分な情報伝達が可能で、販売促進にも貢献する。
【００７８】
　図２７は、屋外でも使用できる屋根つきのユニットハウス１１の例を示し、この図では
、屋根部分を分解した状態を示している。このユニットハウス１１は、軸組の主要部分が
線材２１と接合金物３１で構成され、この主要部分に、図２７、図２８に示したような１
枚の床板材１２１と、４枚の壁板材１３１と、４枚の屋根板材１４１を固定して構成され
る。
【００７９】
　これら床板材１２１、壁板材１３１および屋根板材１４１は、前記図４等に示したよう
に、複数枚の落とし込み板４２を接合してパネル化してなるものである。そして、前記壁
板材１３１については、前記と同様に、図２８に示したように線材２１に設けた溝２５に
入り込む縁１３１ａが形成されている。このため、前記と同様に、板倉材として作用する
ものであるため、施工が容易であり、高強度の耐力壁となるなどの前記の効果を有する。
【００８０】
　また、この例の壁板材１３１では特に、表裏両面における四隅部分に、規制板が固定さ
れている。規制板１３２は、直角をなす角部１３２ａを有する適宜厚の板で構成され、前
記角部１３２ａ以外の形状は、外観美麗になるように適宜形成される。そして固定は、壁
板材１３１における前記縁１３１ａを除いた部分の角に、規制板１３２の角部１３２ａが
合致するように固定される。固定はネジ（図示せず）など適宜の手段で行われ、ネジを用
いた場合には頭部に化粧が施される。
【００８１】
　壁板材１３１がこのような規制板１３２を有するので、壁板材１３１を線材２１に固定
したときには、図２９に示したように、規制板１３２の端面１３２ｂが線材２１に面接触
して相互間の位置関係を規制するので、前記のように板倉材として作用することによる効
果に加えて、線材２１の建ちを出しやすいという効果が得られる。このため、より強度の
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高いユニットハウス１１を簡単に得られる。
【００８２】
　前記壁板材のうち、必要か所には扉や窓を取り付けるための開口１３３，１３４が形成
される。また、前記４枚の屋根板材１４１は下面に断熱材（図示せず）を有するなど、必
要に応じて適宜形成されている。たとえば屋根板材１４１に透明材からなる天窓を形成す
れば、流星観測など自然観察用の移動可能な簡易なユニットハウス１１とすることができ
る。なお、屋根板材１４１は４枚でなくともよい。
【００８３】
　図３０は、前記接合金物３１の他の例の基本構造を示している。すなわち、線材２１の
端面２２を接合可能にする接合面３２に、線材２１を結合するための結合具を保持する前
記貫通孔３５に代えて、差込板３９が溶接等により形成される。差込板３９は、線材２１
の端部に形成された縦スリット２６に差し込まれるもので、縦方向に延びており、下端に
は受け片３９ａが形成されている。また、差込板は線材２１の結合に必要な切欠部３９ｂ
と貫通孔３９ｃを有する。
【００８４】
　差込板３９は、すべての接合面３２に形成されるのではなく、使用される箇所に応じて
必要な接合面３２に形成される。
【００８５】
　上記の構成はこの発明を実施するための一形態であって、この発明は上記の構成のみに
限定されるものではなく、その他の構成を採用することもできる。
【符号の説明】
【００８６】
　１１…ユニットハウス
　２１…線材
　２３…垂直材
　２４…水平材
　４２…落とし込み板
　１３１…壁板材
　１３１ａ…縁
　１３２…規制板
　１３２ａ…角部
　１３１ｂ…端面
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